
 

 

公立大学法人滋賀県立大学人間看護学部付属施設 

地域交流看護実践研究センター 

共同研究要領 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、公立大学法人滋賀県立大学規程大 102 号の規定に基づき、滋賀県立大学

人間看護学部付属施設地域交流看護実践研究センター（以下「本センター」という。）にお

いて実施する共同研究の取扱いおよび研究助成に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要領において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

１ 共同研究 

本センターにおいて、本学部教員と県内外の保健医療福祉・教育機関（以下「県内外機関」

という）に所属する看護職や保健医療福祉・教育関係者が、共通の研究課題について共同し

て実施する研究をいう。 

２ 学内共同研究者 

本学部に所属する教員で、当該共同研究に共同研究者として参画する者をいう。 

３ 学外共同研究者 

県内外機関に所属し、本学部教員と共同して研究を行う者をいう。 

４ 研究代表者 

 共同研究において中心的役割を担い、研究の計画立案及び実施を主導する者をいう。研究

代表者は、学外の共同研究者から定める。なお、学内共同研究者は、本学における当該共同

研究の実施責任者として、研究倫理の遵守、研究の適正な遂行及び対外的対応を担うととも

に、研究代表者と連携し、本学における研究環境の整備、関係機関との調整その他研究の円

滑な実施に必要な支援を行うものとする。 

 

（共同研究の受入基本方針と期間） 

第３条 共同研究は、次の各号のすべてを満たす場合に、受け入れることができる。 

１ 本学の教育研究の発展に資するものであること 

２ 本来の教育研究活動に支障を及ぼさないこと 

３ 学内共同研究者を含む実施体制が整っていること 

４ 研究期間は３年を上限とする。 

 

（共同研究に要する経費および設備） 

第４条 本センターは、予算の範囲内において、共同研究に必要な本学部の施設・設

備を共同で使用し、必要経費の一部を負担することができる。  

２ 本センターが負担する経費の範囲および金額については、予算の範囲内において定める。 

３ 研究経費の執行は、公立大学法人滋賀県立大学会計規則に基づき行う。 

４ 本センターが負担する研究経費は、１件あたり年間 10 万円、３年間 30 万円を 

上限とする。  

５ 研究経費に未使用額が生じた場合は、翌年度に繰り越すことができる。ただし、当該研究

が継続審査により継続可と認められた場合に限り、繰越額を使用できるものとする。なお、

繰越額の上限は５万円とし、当初の研究計画における予定額を超えて使用することはできな

い。 

６ 研究の円滑な遂行のため必要があると認めるときは、翌年度に配分予定の研究経費の一部

について、５万円を上限として当該年度において使用することができる。ただし、当該研究



 

 

が継続審査により翌年度の研究計画の実施が認められた後に限り、委員会の承認を得て行う

ものとする。 

７ 共同研究により取得した設備等は、原則として本学部に帰属する。 

 

 （申請および審査） 

第５条 共同研究を希望する者は、あらかじめセンターに研究相談を行い、学内共同研究者の

同意を得なければならない。 

２ 共同研究を希望するものは、前項の手続を経たうえで、所定の申込書をセンター長に提出

するものとする。 

３ センター長は、次に掲げる者による審査を経て受入れの可否を決定する。 

（１）センター長 

（２）副センター長 

（３）学部長 

（４）研究部門長 

（５）研修部門長 

 

４ 審査は、研究の意義、目的の明確性、計画の具体性、実現可能性等を総合的に評価して行

う。 

５ 審査委員が当該共同研究の研究者である場合は、当該審査に加わらない。 

 

 （契約） 

第６条 共同研究の受入を決定した場合、センター長は申込者に通知書により通知し、契約ま

たは協定を締結する。 

２ センター長は、前項の通知を行った後、速やかに申込者との間に契約を締結する。なお、

契約は、申込者において一方的に解除することはできない。 

３ 申込者が国、地方公共団体または公共的団体であるときは、前項の規定にかかわらず、協

定書またはこれに準ずる書類をもって契約書に替えることができる。 

４ センター長は、共同研究契約締結後、申込者にその旨通知するものとする。 

 

 （研究経費の納付） 

第７条 共同研究に係る経費は、契約または協定に基づき取り扱う。 

２ 本センターが管理する研究経費は、公立大学法人滋賀県立大学会計規則に基づき適正に執

行する。 

 

 （共同研究の中止・延長または変更） 

第８条 共同研究を中止、または期間延長の必要が生じた場合は、その年度の 12 月 1 日まで

に、学内共同研究者は速やかにセンター長に報告しなければならない。なお、学外研究者は、

所属機関への報告を行うものとする。 

２ 当該共同研究の中止または期間の延長については、委員会の審議を経て決定するものとし、

延長する場合の期間は、原則として申請は 1 回、期間は 1 年の範囲内とする。 

３ 研究代表者または共同研究者に変更が生じた場合には、速やかにセンターへ報告するとと

もに、所定の様式により申請を行わなければならない（様式第５号）。 

４ 研究期間の延長に伴う研究経費の追加配分は行わない。 

 

 （特許権等の取扱） 

第９条 センター長は、共同研究の結果、発明が生じた場合の特許権等に関する持分ならびに



 

 

出願および実施等の取扱について、共同研究機関等と協議の上、別に定めるものとする。 

 

 （秘密の保持および倫理的配慮） 

第 10 条 センター長および学内共同研究者ならびに共同研究機関等は、共同研究の実施にあ

たり、相手方より提供もしくは開示を受けまたは知り得た情報に関する秘密について、相手

方の事前の承諾を得ることなく第３者に開示または漏洩してはならない。 

２ 共同研究の実施は、本学または共同研究機関の倫理審査等の承認を得て行う。 

 

 （共同研究の完了報告およびデータ保存） 

第 11 条 共同研究者は、共同研究終了後速やかに、共同研究完了報告書（様式第６号）によ

り、センター長に報告する。 

２ 研究終了後の研究データ保存は、本学の規定に基づき学内共同研究者と学外共同研究者が

相談の上、保存先を決定し 10 年間は責任をもって保存する。本学のみの倫理審査を受けた

場合は学内共同研究者がデータ管理を行う。 

 

 （研究成果の公表） 

第 12 条 共同研究の成果は原則として公表する。公表の時期および方法等は、共同研究者間

で協議して定める。 

 

（知的財産権等） 

第 13 条 共同研究の成果として知的財産権が生じた場合は、その帰属および取扱いについて、

関係者間で協議のうえ定める。 

 

 

付 則 

 この規程は、令和 6 年４月１日から施行する。 

この規程は、令和 8 年 6 月 10 日から施行する。 


